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戦略的意思決定と会計情報
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1．はじめに
　企業の経営者が戦略的意思決定を下す際，会計情報はその重要な基礎と考え
られてきた。しかし，経営者は，最近，「会計情報は戦略的意思決定に役立た
ない」と発言している。もはや，会計情報が戦略的意思決定の重要な基礎であ
ることを，前提とすることはできない。
　本稿では，戦略的意恩決定における会計惰報の有用性について考察する。こ
れは，戦略的意思決定が会計情報と連動しているか，という問題と言い換えら
れる。この問題を考えるに当たって，本稿は，意思決定が会計情報と連動して
いることを表わす概念として内部価値妥当性を提起する。さらに，戦略的意思
決定における会計情報の内部価値妥当性を実証する研究を提案する。
　本稿は，6つの節からなる。第2節では，問題の所在を明らかにする。第3
節では，会計情報の有用性が下がってきた要因を考察する。第4節では，戦略
的意思決定における会計情報の有用性を表わす概念として，内部価値妥当佳を
提起する。第5節では，会計情報の有用性について実証する研究を提案する。
最終節では，本稿を結ぶ。
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2．問題の所在
2－1．会計情報の役割
　会計情報の役割は，企業に関する様々な意思決定に際しての判断材料を提供
することである。意思決定は，企業外の主体（例　投資家，政府）が下すもの
と，企業内の主体（経営者，従業員）が下すものとに類別できる。意思決定に
際しての判断材料として有用な会計情報とは，決定を下す主体によって違う。
したがって，会計情報の有用性は，どの主体がどのような意思決定を下すかに
よって異な孔主体や意思決定の性格を特定しなければ，会計情報の有用性を
議論することは出来ない。
2－2．意思決定の3分類
　A珂thony（1988）は，企業の計画および管理の活動には，三つあると主張し
ている。戦略的計画（Strategic　plami㎎），経営管理（Management　c㎝trol），
および業務管理（Task　control）である。A皿thonyの枠組みに従って，企業内
の意思決定も大きく三つに大別できる。それらは，戦略的意思決定，管理的意
思決定，業務的意思決定である（図1）。戦略的意思決定の主体は，経営者で
ある。戦略的意思決定が企業に与える影響は，複数年に渡って，全社に及び，
かつ大規模である。戦略的意思決定には，事業領域の選択や，他企業との合
併，経営者の選定が含まれる。
図1　意思決定の3類型
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　管理的意恩決定は，戦略的意思決定を実施する際に，管理職者が下す意思決
定である。戦略的意思決定とは対照的に，管理的意恩決定の影響は，単年に
渡って，一つの事業部や機能部門に限られ，かつ申規模である。管理的意思決
定の例は，年度予算の策定や管理職者の選定である。
　業務的意思決定は，日常業務の申での一般従業員による意思決定である。業
務的意思決定の影響は，1年未満に渡って，事業部や機能部門の下の特定部署
に限られ，かつ小規模である。業務的意思決定には，顧客への対応や，製造現
場での改善活動が含まれる。
2－3．戦略的意思決定と会計情報
　会計情報の有用性を考えるに当たって，本稿は戦略的意思決定に焦点を絞
る。何故なら，会計情報の役割が最も重いのが戦略的意思決定と，考えられる
からである。
　それぞれの意思決定には，多様な情報が用いられる。用いられる情報には，
販売部門の売上データや，裏造部門の原価情報等の定型情報と，取引先と交わ
す会話や，社内同僚との噂話等の非定型情報とがある。戦略的意思決定は，管
理的意恩決定や業務的意思決定に比べて，定型情報に依存する割合が大きい。
戦略的意思決定の影響は，複数年に渡って，全社に及び，かつ大規模なので，
広範な情報に基づく必要がある。しかしながら，意思決定者の情報処理能力は
限られており，広範な情報を活用するには，処理し易い定型情報が主になる。
　こうした定型情報の中でも，会計情報は戦略的意思決定の重要な基礎と考え
られてきた。企業の主な目的は，経済的な価値を増大させることである。経済
的な価値とは，企業が将来に生むキャッシュフローの割引現在価値である（田
中2000）。Ohlson（！995）は，キャッシュフローの割引現在価値が，会計上の
利益と資産簿価とによって表されることを示した。つまり，会計情報を用いて
企業の経済的な価値を導き出すことが出来る。したがって，会計情報は企業の
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主な目的，緩済的な価値を増大することに有用であり，戦略的意思決定に不可
欠と位置付けられる。
　しかし，経営者は，最近，「会計情報は戦略的意思決定に役立たない」と発
言している（山本1998）。もはや，会計情報が戦略的意思決定の重要な基礎で
あることを，前提とすることはできない。
　本稿は，「会計情報は戦略的意思決定に役立たない」という指摘の理由を考
察することを目的とする。さらに，この指摘を，実務の現場で実証する研究の
枠組みを考えて，実証研究を提案する。
3．会計情報の有用性が下がってきた企業環境
3一ユ、従来の会計研究の暗黙の前提
　会計情報は，過去には戦略的意思決定に役立つと考えられたが，現在はこれ
を前提とすることが出来ない。戦略的意思決定における会計情報の有用性が低
くなったことと平行して，最近の会計研究の対象が広がっている。会計情報の
有用性が低くなったことと，会計研究の対象が広がっていることとは，共に企
業環境の変化に由来する。
　従来の会計研究は，会計数値を計算する仕組を対象とした。会計数値の申で
も，原価が主に取り上げられてきた。管理会計の教科書の多くが，その題に
r原価計算」を含んでいることは，原価に焦点を当てた研究動向を示してい
る。
　会計が収入でなく原価を取り上げた理由は，収入よりも原価の水準が安定し
ていて，計算が容易であるためと考えられる。さらに，原価は，主に企業内の
活動の結果であるので，顧客の嗜好に左右される収入よりも，操作し易すい。
このため，原価の情報を活用した原価低減活動の方が，収入の情報を活用した
活動よりも，企業価値を高める可能性が高い。
　従来の会計研究とは対照的に，最近の研究の対象は，原価を超えて，原価の
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管理を巡る企業行動，利益管理，企薬価値等に及んでいる。例えば，’2000年度
の日本会計研究学会における管理会計の統一論題の4報告は，企業価値（田中
2000），．品質原価計算（伊藤2000），活動基準原価計算の活用（浅圧12000），
原価企函（古賀2000）であった竈いずれも原価を計算する仕組という従来の
研究領域に当てはまらない。
　こうした会計研究の領域が広がった要因は，企業環境の変化である。従来の
会計研究が原価を計算する仕組を対象としてきたことには，暗黙の前提があ
る。この前提が現実に当てはまる限り，後述するように，正しい会計情報は高
い企業価値に結実する。しかしながら，最近の企業環境の変化により，従来の
会計研究の前提が成立しなくなっている。
　従来の会計研究の前提とは，次のような3つの因果の連鎖である。正しい会
計情報が，良い企業行動を引き起こす。そして，良い企業行動が高い利益に繋
が孔さらに，高い利益が高い企業価値に結実する。最近の企業環境では，前
提にある3つの因果のそれぞれが必ずしも成立しない（図2）。
図2　企業環境の変化
従来の企業環境
正しい　　　　　良い
会計情報→一企業行動→
高い　　　　　高い
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3－2、利益と企業価偉との関係の変化
　まず，高い利益が高い企業価値に結実するとは限らない。インターネット企
業の多くは，利益を未だに上げていないにも拘らず，資本市場がその企業価値
を高く評価している。もちろん，インターネット企業の高い企業価値は，現在
の収益性でなく，将来の収益性を見込んだ結果である。こうした企業は，成長
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を優先して，資金の多くを投資，それも顧客獲得のために投資している。多大
な投資の背景には，早く顧客を囲い込んだ企業のみが生き残るという戦略上の
読みがある。したがって，インターネット企業の価値は，現在の利益ではな
く，現在までに獲得した顧客数と運動することが多い。このような企業環境で
は，高い利益が高い企業価値に結実することを前提にすることはできない。
3－3．企業行動と利益との関係の変化
　次に，良い企業行動が高い利益に繋がるとは限らない。これまで，良い企業
行動の典型例として，顧客満足を高める企業の努力が考えられてきた。自動車
産業では，実際，1980年代，顧客満足が高い自動軍を作る企業の収益性は高
かった。高い顧客満足の源泉は，高い製晶晶質に基づく低い故障率であり，販
売台数が増えて収入の向上に結び付いた。高品質経営は，その他にも，製造現
場での不良品率を下げたので，製造原価を低めて，利益を増大させた。
　しかし，1990年代に入り，顧客満足と収益性とは逆相関の関係をみせるよう
になった。この時期，高い顧客満足の源泉は，低い故障率でなく，豊富な車種
であった（武石・川原　1992）。つまり，顧客は豊富な車種から選択できるた
めに，自分の好みに近い車を購入できた。豊富な車種は収入の向上に結びつい
たものの，それ以上に原価が増えて，収益を圧迫した。1980年代，低い故障率
に基づく顧客満足は収益性を高めたが，1990年代，豊富な車種に基づく顧客満
足は収益性を低めた。このことは，良いと考えられている企業行動が必ず高い
利益に緒びつくとは限らないことを示している。
　Ittner　and　Larcker（1998）は，顧客満足と収益性との関係を，産業毎に分析
している。この研究によると，多くの産業では顧客満足と収益性とは正の相関
を示す。しかし，小売業と食晶加工業とでは，有意な負の相関がみられる。
Ittner　and　Larckerは，小売業で顧客満足を高めるには，きめ細かい顧客対応
が必要であると論じている。そのため、顧客満足の向上で収入が増えても，そ
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れ以上に費がかさむ。したがって，高い顧客満足は低い収益牲と結びつくので
ある。食晶加工業については，I伽er　and　Larckerは産業内のほとんどの企業
で顧客満足が高いので，顧客満足が競争優位の源泉にならないと推論してい
る。実際，この研究では，食品加工業界の顧客満足は，飲料業界に次いで高
かった。Ittner　and　Larckerの研究は，顧客満足と収益性との関係は，産業毎
に違い，常に正の相関を示すとは限らないことを示している。
　武石・川原（1992）やIttner　and　Larcker（1998）の研究より，従来良い企
業行動の典型と考えられた顧客満足を高める努力が，利益を増やすとは限らな
いことを理解できる。つまり，企業行動と利益との関係を，暗黙の内に前提す
ることができない。
3－4．会計情報と企業行動との関係の変化
　最後に，正しい会計情報が良い企業行動を引き起こすとは限らない。実務家
の「会計情報は戦略的意思決定に役立たない」という発言（山本1998）は，
正しい会計惰報と良い企業行動との因果に疑問を投げかけるものである。
　実務家の発言に加えて，学術研究からも同様の指摘がある。Kaplan　and
Nort㎝（1992；1993；ユ996）は，戦略的意思決定を下すには，会計情報（財務
指標）に加えて，非財務指標が必要であると主張している。非財務指標が映す
企業行動は，やがて会計上の業績として結実するので，非財務指標と会計情報
とは，長期的には表裏一体の関係にある。しかし，短期的には，会計情報は非
財務指標を代替しない。素早く載略的意思決定を下さなければならない場合，
会計情報を用いていては，手遅れになることがある。非財務指標は，会計情報
に先行する。したがって，非財務指標を用いることによって，早く戦略的意恩
決定を下すことができる。
　また，非財務指標を用いることによって，適切な戦略的意思決定が具体的に
なる。戦略的決定は，企業の経済的な価値の基となる利益や資産簿価を向上さ
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せるために必要な企業行動について下される。もし，非財務情報を用いなけれ
ば，戦略的意思決定の中身，つまり取るべき企業行動については，経営者の経
験と勘とに頼ることになる。これに対して，非財務指標を用いると，個別の企
業行動と会計上の業績との関係が明らかになる。例えば，既述した，1990年代
の自動車産業における顧客満足と収益性との逆相関に気付くことになる。した
がって，非財務指標を用いることで，戦略的意恩決定がより具体的になる。
　Kap1an　and　Nort㎝（1992；1993；1996）は，3種類の非財務指標を提案し
ている。それらは，顧客，社内ビジネス・プロセス，学習と成長とのそれぞれ
の視点に立った指標である。一般に，会計情報は，顧客の指標を後追いし，社
内ビジネス・プロセスの指標がこれらに先立ち，学習と成長との指標が最も先
行する。Kaplan　and　Nortonは，3種類の非財務指標に会計情報を加えて，バ
ランストスコアカードと呼んでいる。
　以上見てきたように，新しい企業環境では，正しい会計情報が高い企業価値
に結実しない。つまり，正しい会計情報と良い企業行動，良い企業行動と高い
利益、高い利益と高い企業価値との，それぞれの因果は，従来のように簡単で
ない。こうした企業環境の変化を裏付ける動きとして，会計研究の領域が，原
価を計算する仕組から，原価の管理を巡る企業行動，利益管理，企業価値等へ
と広がっているのである。
　したがって，会計情報を用いた戦略的意思決定が，企業価値を高めるとは限
らない。企業の経営者は，それぞれの因果の新しい関係を考慮した上で，戦略
的意恩決定を下すことが求められる。つまり，会計情報の有用性は，従来より
も下がっていると推論でき乱
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4．会計情報の内部価値妥当性
4一ユ．価値妥当性
　Holthausen　and　Palepu（1995）は，財務会計における，会計情報の有用性を
表わす概念として，価値妥当性（value　relevance）と情報の増分（incremental
informati㎝　Content）との二つを挙げている。価値妥当性とは，会詐膚報と，
株式時価総額としての企業価値とが，連動する程度である。企業価値と連動し
ない会計情報は，企業価値を反映しておらず，価値妥当性がない。
　価値妥当性をもつことは，会計情報が有用であることの必要条件である。し
かし，十分条件ではない。何故なら，例え会計情報と企業価値とが連動してい
ても，資本市場は会計以外の情報から企業価値を計っているかもしれないから
である。会計以外の情報の例としては，売上数量，公表されている経営者の考
え方，新聞や雑誌の報遺等である。
　これに対して，情報の増分とは，資本市場が，会計情報を用いて企業価値を
計る程度であ乱情報の増分をもつ会計情報は，その他の情報に先駆けて，企
業価値に織り込まれる、したがって，情報の増分は，会計情報が有用であるこ
との十分条件である。
　Holthausen　and　Palepu（I995）は財務会計を考察したので，価値妥当性と情
報の増分とは，資本市場にとっての会計惰報の有用性を表わす概念である。し
かし，会計情報の使い手は，企業外にいる資本市場だけでない。企業内の経営
者や従業員も，会計情報を用いて意思決定をする。したがって，企業内の会計
情報の使い手にとっての宥用性も考えることができる。
4－2、内部価値妥当性
　財務会計が対象とする，企業外の資本市場にとっての会計情報の価値妥当性
があるように，管理会計が対象とする，企業内の経営者や従業員にとっての価
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値妥当性がある。財務会計における価値妥当性は，会計情報と企業価値との連
動である。これに倣い，管理会計における価値妥当性とは，会計情報と企業内
の意恩決定との違動とすることができる。これを，本稿は，会計情報の内部価
値妥当性と呼ぶことにする。会計情報が内部価値妥当性をもつことは，意思決
定において会計情報が有用であることの必要条件である。
5．研究提案
5－1．研究戦略
　戦喀的意思決定における会計情報の内部価値妥当性を実証する研究を提案す
る。資本市場での，財務会計情報の価値妥当性は，株式時価総額が，利益や資
産簿価と連動しているかによって計られている（例　Col1ins，Maydew，and
Weiss1997；Cha㎎1999；Francis加d　Schipper1999）。これに倣い，会計情
報の内部価値妥当性は，戦略的意思決定が，会計情報と違動しているかによっ
て計ることができる。具体的には，会計情報が変わったときに，戦略的意思決
定の方向性が変わるかである。
　例えば，ある企業が新しい原価計算の仕組を導入したとす乱その企業で，
特定の製品の新しい原価が，従来の計算の仕組のものよりも高くなったとしよ
う。この状況にある企業は，この製品に対して何らかの戦略的意思決定を下す
可能性が高い。何故なら，製晶は従来考えられたよりも低い利益しか上げてい
ないからである。
　新たな戦略的意思決定としては，まず価格政策の見直しがある。新しい原価
が高くなれば，これに応じて価格を上げる可能性がある。但し，価格を上げる
ことにより，販売量が減ることもあり得るので，価格政策を必ず見直すとは限
らない。
　製造業であれば，次に考えられる戦略的意思決定としては，製品設計の変更
である。製晶設計を変えることによって，原価を下げる工夫がなされる可能性
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がある。この企業行動は，原価企画である。但し，製品設計の変更は，開発費
を増やす。また，企業の既存技術では十分に原価を下げることができないこと
もありうる。こうした点を考慮に入れると，製晶設計を必ず変えるとは限らな
い。
　3番目の戦略的意思決定は，労働賃金が低い地域（例えば，東南アジア）に
製造機能を移すことである。労働賃金が低ければ，組立加工費は下がる。もち
ろん，質が高い労働力を要する組立加工業務を，簡単に移すことはできないの
で，製造機能の移転についても，その可能性が高まるだけである。
　4番目の戦略的意思決定は，製品を打ち切ることである。価格を上げたり，
製品設計を変えたり，製造機能を移すことができなければ，十分な利益を確保
することができなくなるので，製品を打ち切ることが考えられる。しかし，製
品が戦略的意味をもてば簡単に打ち切ることはできない。例えば，製品が，そ
の企業の技術的水準を象徴するのであれば，赤字でも敢えて継続する場合があ
る。
　新しい原価計算の仕組が導入され，製品の原価が従来よりも高くなれば，価
格を上げる，製晶設計を見直す，製造機能を移す，製晶を打ち切るといった戦
略的意思決定を下す可能性が高くなる。逆に，製品の原価が低くなれば，価格
を下げる意思決定を下す可能性カ塙まり，また，設計を見直す，製造機能を移
す，製晶を打ち切るといった意思決定を下す可能性が低くなる。したがって，
新しい原価計算の仕組の導入に伴って，こうした意思決定が増えているか（あ
るいは，減っているか）を見ることにより，原価の内部価値妥当性を計ること
ができる。原価の内都価値妥当憧が高ければ，戦略的意思決定は新しい原価を
反映し，上記4つの意思決定の頻度が増える（減る）はずである。逆に，原価
の内部妥当性が低ければ，戦略的意思決定は新しい原価を反映せず，上記4つ
の意思決定の頻度は変わらないはずである。
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5－2．研究課題
研究戦略に基づき，提案する研究では次の研究課題に取り組む。
新しい原価計算の仕組が導入された時，原価が従来よりも高くなっ
た，あるいは低くなった製晶についての戦略的意思決定の方向性が
変わるか。
5－3．仮説
　提案する研究では，次の4つの仮説を検証す糺
新しい原価計算の仕組が導入されると，従来より原価が高くなった
（低くなった）製品について，
（1）価格を上げる・（下げる）意思決定が増える。
（2〕製品設計を見直す意思決定が増える（減る）。
（3〕製造機能を，労働賃金が安い地域に移す意思決定が増える（減
　る）。
14）製晶を打ち切る意思決定が増える（減る）。
5－4．分析の単位
　4つの仮説を検証する実証研究の分析の単位は，製品に関する個別の意思決
定でなければならない。しかも一つの企業の同じ事業部の意思決定であること
が望ましい。戦略的意思決定は，原価の他に，企業風土，産業，管理職者の性
格等に影響される。したがって，原価以外のこうした要素をできるだけ排除し
た研究が良い。一つの企業の同じ事業部における複数の意思決定を分析するこ
とにより，企業風土，産業の影響は排除できる。また，対象となる意思決定を
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下した事業部長が同じであれば，彼（彼女）の性格を考慮する必要がない。事
業部長が変わったとしても，統計分析に事業部長のダミー変数を入れることに
より，対応できる。
5－5．標本
　原価計算の仕組が変わることにより，製品の原価が大きく変わる例として，
活動基準原価計算（Activity－based　coshng）の導入がある。活動基準原価計算
は，CooperandKaplan（1988）により提唱された原価計算の仕組である。従
来の原価計算が，生産量を基準に間接費を配賦するのに対して，活動基準原価
計算では活動を基準に問接費を割り付ける。従来の原価計算を活動基準原価計
算に切り替えると，一般に，大量生産される製品の原価が低くなり，少量生産
される製品の原価が高くなる。
　最近，活動基準原価計算を導入する企業が増えている。活動基準原価計算を
導入した企業を特定することは，比較的易しい。したがって，提案する研究で
は，活動基準原価計算を導入した企業における意思決定を，標本とする。
　標本の企業は，多数の製晶を生産することが望ましい。多数の製品があれ
ば，それに伴って多数の意思決定が下され，その分標本が大きくなる。提案す
る研究における統計分析の検定力が高くなる。
　また，激しい価格競争を展開している産業の企業が望ましい。価格競争が激
しければ，製品一単位あたりの利益が小さく，原価の変化が利益に与える影響
が大きくなる。したがって，活動基準原価計算の導入が新たな戦略的意思決定
に繋がる可能性が大きい。提案する研究における統計分析の検定力が高くな
る。
5－6．データの収集
　提案する研究では，各製晶について，次のデータを集める。
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　　　　　　　　　　早稲田商学第387号
活動基準原価計算を導入した前と後とでの，原価。
活動墓準原価計算を導入した前と後とでの，価格。
活動基準原価計算を導入した前と後とでの，製品設計の変更の有無。
活動基準原価計算を導入した前と後とでの，製造機能の立地。
活動基準原価計算を導入した前と後とでの，製品の打ち切りの有無。
　活動基準原価計算を導入した前（後）とは，導入した年の前（後）の3年を
指す。活動基準原価計算の影響が，すぐ出るとは限らないので，導入後3年の
各製品のデータを集める。導入後と条件を同じにするために，導入前も3年の
データを収集する。
5－7．分析方法
　提案する研究は，イベントスタデイにする。つまり，各製品に関する意思決
定を，活動基準原価計算が導入された年に束ね，各製晶についての，導入前後
の価格の差，製品設計の変更頻度の差，製造機能の移転頻度の差，製品の打ち
切りの頻度の差，のそれぞれを，従属変数に取る。
　独立変数には，従来の原価計算と，活動基準原価計算とにおける，各製品に
関する原価の差を取る。
　価格についての統計分析には，次の回帰式を用いる。
（導入前後の価格の差）＝βo＋β1×（導入前後の原価の差）
βユが正で有意であれば，仮説を支持すると判断する。
　製品設計の変更の有無，製造機能の移転の有無，製品の打ち切りの有無，の
それぞれの統計分析には，次のロジット，またはプロビットの式を用いる。
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（意思決定の頻度の差）＝βo＋β1×（導入前後の原価の差）
41
βユが正で有意であれば，仮説を支持すると判断す孔
6．むすび
本稿では，戦略的意思決定と会計情報の内部価値妥当性との関係を論じてい
る。まず，会計情報の役割を，意思決定に有用であることと考えた。そして，
意思決定を3つに分類して，戦略的意恩決定に焦点を当てている。
　次に，会計情報の有用性が下がってきた企業環境の変化を分析した。さら
に，会計情報の有用性を考える概念として，内部価値妥当性を提起した。財務
会計の研究における，利益，および資産簿価の価値妥当性を，管理会計に展開
したのが内部価値妥当性である。
　最後に，戦略的意思決定における会計情報の内部価値妥当性を計る実証研究
を提案した。具体的には，活動基準原価計算を導入した企業において，導入の
前後に，価格，製品設計の変更，製造機能の移転，製品の打ち切りに関する意
思決定の方向性が変わったかをみる研究である。意思決定の方向性が変われ
ば，活動基準原価計算における原価の情報は，内部価値妥当性をもつと判断で
きる。
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